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東北地方５県における水源・森林環境税に関する研究 
 ― 高税率設定の意義と支出事業との関係性をめぐって ―  
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 はじめに 
 

 本研究の目的は、東北地方５県で導入されている水源・森林環境税の課税率が、どうし

て他県のそれより高く設定されたのかを解明することにある。具体的には、東北５県にお

いては個人住民税超過課税率が一世帯あたり800円から1,200円と高額に設定されているこ

とに着目し、高税率設定に至った背景について、主に、支出事業財源の確保といった観点

と、支出事業の内容の分析から明らかにする。 

 東北地方では、青森県を除く、岩手県・宮城県・秋田県・山形県・福島県の５県で森林

環境税が導入されている。この東北５県が導入した森林環境税の共通する特徴は、他県と

比べて税率が高いことにある。図１は、神奈川県を除く全国水源・森林環境税導入県の一

世帯あたりの税率と各県全体の事業規模（税収）の関係性を示したものである。全国の水

源・森林環境税はそのすべてが、個人県民税に上乗せをする形で課税されている(１)。図

中の横軸は各県の一世帯あたりの個人住民税超過課税率を示し、縦軸はその税率によって

一年間に集まった税収でおこなわれる事業規模を示している。ここからは、第一に、大多

数の県が税率を500円に設定している一方で、事業規模が３億円未満に集中している点が

理解できる。これはワンコイン（500円玉）で森林を守ろうといった参加型税制の理念に

立ち、県民合意を意識した課税体系になっているため、税収はその県の人口（世帯数）に 

  

                                                                                 

(１) 全国で導入された水源・森林環境税の概要については髙井正［2013］『地方独自課税の理論

と現実 ― 神奈川・水源環境税を事例に』日本経済評論社を参照。また、全国で導入されてい

る水源・森林環境税には個人住民税超過課税のほかに法人住民税への超過課税がおこなわれて

いるが、ここでは個人住民税への超過課税のみを分析している。 
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図１ 水源・森林環境税の各県税率（個人住民税率）と事業規模（税収）の相関関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：各県ホームページより筆者作成 

 

左右されてしまうといった性格が起因している(２)。第二に、東北５県は世帯あたりの税

率が、秋田県で800円、岩手県・山形県・福島県で1,000円、宮城県で1,200円と全国と比

較して高い税率で位置しており、また、税収規模も大都市圏を要する神奈川県・愛知県・

兵庫県・茨城県・福岡県といった県を別とすれば、東北５県は５億円から18億円で位置し

ているため、全国大多数の県から比べると事業規模が大きいことがわかる。それでは、東

北地方の水源・森林環境税はどうして税率が高く、また、事業規模も比較的大きく設定さ

れているのであろうか。 

 そこで本研究では、東北５県がどのような経緯で水源・森林環境税を導入していったの

か、各県における税導入段階での議論と、導入後の支出事業の動向を見ながら東北５県の

                                                                                 

(２) 参加型税制については植田和弘［2003］「環境資産マネジメントと参加型税制」『地方税』

第54巻第２号、金澤史男［2003］「水源環境税への取組と分権型自治体財政」神奈川県監修

『参加型税制・かながわの挑戦 ― 分権時代の環境と税 ― 』第一法規、諸富徹［2005］「森

林環境税の課税根拠と制度設計」日本地方財政学会編『分権型社会の制度設計』勁草書房を参

照。 
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各県についての分析をおこない、高税率設定の意義と支出事業との関連性について明らか

にしていきたい。 

 

 

 1. 先行研究の整理 
 

 水源・森林環境税の導入過程と税制の成立要因に関する研究については、例えば、高橋

［2005］が、全国都道府県がどのような要因によって森林環境税を導入していったのかを

分析している。その中で民有林１ヘクタール林業費が高いほど、また、財政困窮度が高い

ほど、森林環境税への取り組みに積極的であると分析している(３)。そして、竹本［2009］

は、高知県の森林環境税を事例に政策決定過程の分析を通じて、当初は水源涵養等の税導

入による森林環境の改善効果を強調した議論がされたものの、結果として、新税の導入自

体が目的となってしまったことを指摘している(４)。また、村上［2012］では、森林環境

税の必要性判断に関わる意思決定プロセスを、住民アンケートの結果を基に分析している。

そこからは、森林環境税の必要性については、関心、愛着、地域連帯水準の高低により、

制度の効率性や公平性、効果といった「しくみ評価」の側面と、家族、職場、地域の支持

といった「他者評価」の側面から必要性を判断することを析出した(５) 。 

 以上の研究からは、水源・森林環境税の導入プロセスに関する政策決定過程、および要

因分析についてそれぞれ結論を導き出しており、本研究の税導入過程分析における先行研

究として参考となるものの、一方で、税率の設定とその決定プロセスそのものについては

言及されていない。 

 そこで本稿では、これらの先行研究の分析視角および結果を重要視しながら、東北５県

を事例として高税率設定要因について各県の森林をめぐる財政と導入過程議論に加えて、

計画、実行された支出事業についても着目して分析を試みたい。 

 

  

                                                                                 

(３) 高橋卓也［2005］「地方森林税はどのようにして政策課題となるのか ― 都道府県の対応に

関する政治経済的分析」『林業経済研究』第51巻第３号を参照。 

(４) 竹本豊［2009］「高知県での森林環境税導入における政策決定過程分析」『林業経済研究』

第55巻第３号を参照。 

(５) 村上一真［2012］「森林環境税の必要性判断に係る意思決定プロセスの分析 ― 地域への愛

着と地域との関わりに係る分析」『環境経済・政策研究』第５巻第１号を参照。 
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 2. 東北地方の森林事情と事業費用の確保について 
 

 東北地方は青森県を含む６県の合計で、森林面積が457万ヘクタール（国有林と民有林

の総計）である。東北地方の総面積は639万ヘクタールあり、森林面積との割合を示した

森林率は約72％に達している。このことは、森林率の全国平均が67.3％であるところから

全国的に見ても森林の多い地域であることがわかる。 

 次に、本研究で対象とする東北地方５県の森林に関する個別事情についてみていきたい。

表１は、各県の森林率および人口一人あたり、一世帯あたりの森林面積を示している。こ

こからは、宮城県を除く４県で、森林率、人口一人あたりの森林面積が全国平均の森林率

67％、人口一人あたりの森林面積0.2ヘクタール/人を上回っている状況を見ることができ

る。また、個人住民税が世帯に対して課せられている点を考慮して、一世帯あたりの森林

面積についても見ると、ここでも宮城県を除く４県で全国平均の0.48ヘクタール/世帯を

上回っている。 

 これらの指標からは、宮城県を除く東北４県では、森林率が他の地域と比べて高く、さ

らに、一世帯あたりの森林面積についても他の地域と比べて高いことがわかった。つまり、

これらの広大な森林面積を整備するための費用を東北４県は捻出しなければならず、おの

ずと森林関係事業費が他の地域の都道府県より増大することが予測できる。このことを検

証するため、次に、各県における林業費に注目していきたい。 

 

表１ 東北地方５県における森林面積の現況 

 

  森 林 率 
人口一人あたりの 

森林面積（ha) 

一世帯あたりの 

森林面積（ha) 

岩  手  県 76.9％ 0.88 2.43 

宮  城  県 57.3％ 0.18 0.46 

秋  田  県 72.3％ 0.77 2.16 

山  形  県 71.6％ 0.57 1.72 

福  島  県 70.5％ 0.48 1.35 

全 国 平 均 67.3％ 0.20 0.48 

出所：「日本統計年鑑」および林野庁「都道府県別森林率・人工林率」より筆者作成 
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 林業費の分析にあたっては、高橋［2005］が林業財政の動向を確認するために用いた単

位民有林面積あたりの林業費からの分析手法を援用する(６)。これは、現状の森林への財

政支出水準を測定するものである。ここでは、各県の林業費を抽出し、図２のとおり、そ

れぞれの県の民有林面積10万ヘクタールあたりの林業費の推移について計測した。そこか

らは、秋田県を除いた４県が、全国平均を下回る状況で推移していることがわかった。ま

た、５県は同様に水源・森林環境税の導入時期までの間、単位面積あたりの林業費を減少

させ続けてきたということにも注目できる。つまりここからは、全国と比べて東北５県に

おいては森林への財政支出が少ない、または、減少傾向が続いてきたということがわかる。 

 ただし、この分析手法には問題点がある。それは、都道府県の森林への財政支出水準が

低かったとしても、実情として、都道府県下の市町村が実質的に森林行政を主導しており、

結果として市町村による森林への財政支出が高い可能性があるといった点にある。都道府

県の財政支出が低くても、市町村によって財政支出が高次におこなわれることで、都道府 

 

図２ 東北５県における民有林10万ヘクタールあたり林業費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：地方財政統計年報、日本統計年鑑より筆者作成 

                                                                                 

(６) 高橋前掲注(３)を参照。 
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県全体の森林への財政支出水準が保たれている可能性があるということである。このこと

を考慮するため、市町村についても同様に、都道府県単位で市町村全体が支出する民有林

10万ヘクタールあたり林業費の推移分析をする必要があり、その結果を示したものが図３

である。そこからは、全国平均と比べて５県内の市町村では森林への財政支出が少ないこ

とがわかる。 

 

図３ 東北５県市町村における民有林10万ヘクタールあたり林業費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：地方財政統計年報、日本統計年鑑より筆者作成 

 

 以上、これらの分析結果からは、東北５県では、都道府県と市町村の支出を合わせても、

水源・森林環境税が導入されるまでは、恒常的に単位面積あたりの林業費が減少傾向にあ

り、さらに、秋田県を除く４県については全国平均を下回る状況にあり、全国的な森林整

備水準から考えると必要な森林整備に十分な財政支出がおこなわれてこなかったことが析

出された。つまり、これら東北地方全体の森林と財政に関わる傾向をまとめると、森林率

が全国平均よりも高い一方で、森林整備への財政支出は全国平均よりも低く推移しており、

少なくとも、他の地域よりも森林整備に対して平均レベル以上の財政支出が要求されてい

ることが明らかになった。 
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 また、先に見たとおり、東北地方では一般に、一世帯あたりの林業費の負担が他の地域

と比べると高くなることが予測されており、財政支出を増大させようとすると、相乗して

一世帯あたりの林業費負担額がさらに増大傾向にあることがわかった。このことは、水

源・森林環境税導入時の税率決定要因に大きく影響したものと考えられる。 

 

 

 3. 財源調達手段としての水源・森林環境税について 
 

 このような背景により、東北５県では多額の費用がかかる森林整備費用や対策費用に見

合う財源を確保する必要があり、財源確保の観点から必要な税率を決定しているため、高

い税率が決定されていると推測できる。そこでは、必要な財源を積算し、それに見合った

税率を設定するといった財源調達手段といったプロセスから検討がおこなわれたため、他

県より税率が高くなっていったという説明ができよう。 

 しかし、ここでいう財源調達手段とは、例えば、すべての森林について多面的機能を完

全に回復する費用を捻出する手段ではないことに注目する必要がある。森林環境税と財源

調達手段に関する議論については、諸富［2005］が、森林環境税はその税収が少ないこと

から、森林整備のための財源調達手段としてはあまり期待できない税であることを指摘し

ている(７)。このことは、全国で導入されている水源・森林環境税の課税方式が大きく影

響していると考えることができる。 

 東北５県において導入される水源・森林環境税は、税率や税収がそれぞれ異なっている。

ただし、すべての県で課税方式が住民税超過課税方式を採用している点で共通しており、

これは全国的な状況を見ても同様である。住民税超過課税方式とは、都道府県が徴収する

普通税である個人都道府県民税および法人都道府県民税に上乗せして税金を徴収する方式

である。 

 この方式のメリットは、既存の税制度に付加する形で税金を徴収するため、必要な税収

を比較的簡便に集められる点である。他方で、一般的に環境税とは環境を汚す者に対して

汚染度に応じて対価を払う、または、環境を享受できる量にしたがって対価を払うといっ

た性格があり、そのことをインセンティブ課税と呼んでいる。ところが、水源・森林環境

税では、特に個人住民税の超過課税方式からは、例えば、１課税対象あたり500円などと

                                                                                 

(７) 諸富前掲注(２)を参照。 
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いった、一定の決められた金額のみが課税されるためインセンティブ課税ではないことが

わかっている。そのため、水源・森林環境税はインセンティブ課税を目的とせず、森林や

環境の恩恵を県民が広く薄く負担していくといった理念によって成立しているといえる。

結果として、税収は必要な森林整備費用などに連動したものではなく、さらにとても低い

税収額となる傾向にある。 

 この点について、諸富［2005］は参加型税制の理念を導入することによって森林環境税

の存立根拠が一定程度、正当化されうるとしている(８)。参加型税制については、植田

［2003］が、「地方環境税が環境資産と地域経済の持続可能な関係を再生するための税で

あるとするならば、税制の設計から執行及び運用は、地域環境経済の再生プランと連動し

ていなければならない。（中略）そのためには、この地方環境税は参加型税制を体現する

ものでなければならない｡(９)｣と理念を提唱している。つまり、参加型税制を採用する水

源・森林環境税が、普通税である住民税に超過課税することは、住民による森林環境保全

への積極的な判断によって目的税的な性格を持たせること、そして、住民の森林環境保全

への関心を喚起することで、地方環境税としての存在理由を示したことになる。また、金

澤［2003］は、参加型税制を「むしろ導入後において、現実の施策展開のなかで、所期の

目的が十分に達成されているかどうか、住民の強い関心が注がれることになる｡(10)｣とし、

税制導入後に政策目的が十分に達成されているかどうかを検討するモニタリング作業への

参画についても参加型税制の役割であることをあきらかにしている。このように、参加型

税制の理念に基づいた、水源・森林環境保全・再生にかかわる一定費用の確保といった側

面から、政策税制の導入の可能性が検討され、2003年の高知県をはじめに、各県でおおむ

ね500円の住民税超過課税による水源・森林環境税が導入されてきた(11)。 

 ここで、東北５県の水源・森林環境税の概要を表２に従って見ていくと、税収について

は約５億円から約18億円と大幅に差がある。これは、個人住民税からの徴収に限って言え

ば、一世帯あたりに課税をおこなうといった課税方式の特徴により、もし、一定の同じ税

率であれば、県民人口（世帯）が多い県は税収が多くなり、少ない県は税収が少なくなる

といったことから、現状の税収格差よりも格差が広がることになる。実際には税率が800

                                                                                 

(８) 諸富前掲注(２)を参照。 

(９) 植田前掲注(２)を参照。 

(10) 金澤前掲注(２)を参照。 

(11) 水源・森林環境税における課税根拠と参加型税制との関係性については、其田茂樹・清水雅

貴［2008］「地方環境税としての住民税超過課税の活用 ― その動向と課題」『財政研究第４

巻』有斐閣を参照。 
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円から1,200円と差があり、各県は税率を独自で設定することにより、一定の税収確保の

努力をしようとしている。 

 

表２ 東北５県の水源・森林環境税の概要 

 

都道府県 税の名前 税率（個人） 税率（法人） 税収規模 

岩 手 県 
いわての森林づくり県民税 

（平成18年度～） 

県民税均等割額に

年1,000円超過課税
県民税均等割額の10％ 

年間 

約7.5億円 

宮 城 県 
みやぎ環境税 

（平成23年度～） 

県民税均等割額に

年1,200円超過課税
県民税均等割額の10％ 

年間 

約18億円 

秋 田 県 
水と緑の森づくり税 

（平成20年度～） 

県民税均等割額に

年800円超過課税 
県民税均等割額の８％ 

年間 

約4.8億円 

山 形 県 
やまがた緑環境税 

（平成19年度～） 

県民税均等割額に

年1,000円超過課税
県民税均等割額の10％ 

年間 

約6.5億円 

福 島 県 
福島県森林環境税 

（平成18年度～） 

県民税均等割額に

年1,000円超過課税
県民税均等割額の10％ 

年間 

約10億円 

出所：各県ホームページより筆者作成 

 

 このような状況から、東北５県では、少なくとも高知県など初期導入県が設定した500

円といった参加型税制の理念に基づいてすでに示されていた税率を超えて、それよりも高

い税率を設定したことになる。ここから、税導入時の議論によって、例えば、先に見た林

業費の全国平均などの、一定限度の森林整備目標への接近を目標として、必要な財政需要

を見積もった可能性が指摘できる。つまり、どのような事業をどれだけの規模でおこなう

かを計算していくとともに、東北５県は、有効性のある事業の項目や事業規模から必要な

事業費を計算し、さらに、単年度では充足できない事業費については、例えば計画的に５

か年にわたって事業を継続することで目標を達成するように仕組みづくりをすることで税

収と実際の事業とのバランスが図られていると判断できる。 

 このことを検証するためには、東北５県における個別の税制導入過程と、税収によって

おこなわれる支出事業の内容について分析する必要がある。そこで次からは、東北５県の

個別事例について検討していきたい。 
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 4. 東北５県の水源・森林環境税の導入経緯と 
  支出事業について 
 

 東北５県の森林環境税収による事業について、表３より俯瞰すると、各県でその政策目

的や活用方法が異なっていることがわかる。例えば、特徴的な政策目的を有しているのは

宮城県である。宮城県は先に見てきたとおり、森林率や単位あたりの森林面積は全国平均

を下回っている。ところが、事業目的を森林整備に限らず、地球温暖化対策を基本目標に

おき、その一環として山や河川、都市に至るまで幅広い地域で事業展開がなされているた

め、事業規模が非常に大きくなっていることが特徴である。 

 また各県では、県の事業だけでは整備できない地域を市町村が主体的に取り組んで整備

をおこなう事業として、市町村交付金を活用した事業などを設置するケースも存在してい

る。そして、これらの事業に関しては、特別に税を徴収しているといった関係から、県民

への説明責任を果たすため、事業評価組織などによる各事業取り組みの点検や有効性の検

証がおこなわれている。そこで以下では、各県における税制導入段階の税率の決定過程と、

支出事業の特徴について見ていきたい。 

 

表３ 東北５県の水源・森林環境税収の活用状況 

 

都道府県 事業目的 市町村への補助 事業評価等の組織 

岩 手 県 森林整備・普及啓発 
市町村事業なし 

（森林整備補助あり）
事業評価委員会 

宮 城 県 
温暖化対策・クリーンエネ対

策・森林整備 
みやぎ環境交付金事業

「みやぎ県政だより」とホー

ムページによる事業報告 

秋 田 県 森林整備・普及啓発 市町村事業なし 
水と緑の森づくり基金運営委

員会 

山 形 県 森林整備・普及啓発 みどり環境交付金事業 やまがた緑県民会議 

福 島 県 森林整備・普及啓発 森林環境交付金事業 森林の未来を考える懇談会 

出所：各県ホームページより筆者作成 

 

(１) 岩手県「いわての森林づくり県民税」 

   岩手県では平成18年度より「いわての森林づくり県民税」が導入されている。個人

住民税超過課税率は均等割に1,000円/年で、法人住民税は標準税率に10％/年となっ
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ている。年間の税収は7.5億円前後になっている。税収のうち、約95％が森林整備で

ある「いわて環境の森整備事業」といった、いわゆるハード事業に活用されている。

普及啓発を目的とした、いわゆるソフト事業は「県民参加の森林づくり促進事業」と

して普及啓発活動がおこなわれている。 

   導入検討段階では、「公益的機能の持続的発揮が求められるものの、管理不十分な

森林」面積26,000ヘクタールについて「新税を活用して行政が責任をもって整備する」

ことを明示している(12)。つまり、これまでの分析でも見てきたとおり、財政需要を

見積もった上で、年間の財源、税率を決定していることがわかる。 

   岩手県の支出事業における特徴は、徹底的に税収による財源を間伐事業に集中させ

ていることにある。作業道の整備や間伐材の搬出促進には補助をおこなわず、人工林

強度間伐事業に集中的に税収を投入し、５年間で7,500ヘクタールの整備をおこなっ

た。 

   そして、税率に関する県民理解の状況を住民アンケートによる結果から見ると、18

年度導入以前の県民アンケートでは、500円/年の課税に同意する県民が31％、1,000

円/年の課税に同意する県民が37％、であったのに対し、平成23年度以降の第二期に

向けた県民アンケートでは、1,000円/年の課税に同意する県民が70％を占めたことが

公表されている。 

   また、議会以外の事業評価組織として「いわての森林づくり県民税事業評価委員会」

が組織されている。そして、平成18年度から22年度までの第一期間が終了し、平成23

年度からは第二期間に入っているが、税率や税収規模に変更はない。 

 

(２) 宮城県「みやぎ環境税」 

   宮城県では、平成23年度より「みやぎ環境税」が導入されている。水源・森林環境

税を導入する東北５県のうち、最も税率が高く、個人住民税超過課税率は均等割に

1,200円/年で、法人住民税は標準税率に10％/年となっている。年間の税収は18億円

前後になっている。平成25年度ベースでは、税収のうち15億円は県事業として、３億

円弱を市町村交付金として設定している。特に市町村交付金部分は、森林整備だけで

なく、学校でのＣＯ２削減事業や電気自動車購入補助など地球環境問題全般に幅広く

活用されていることが特徴である。 

                                                                                 

(12) 岩手県［2005］『いわての森林づくり県民税の創設について』を参照。 
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   導入検討段階で宮城県税制研究会は、みやぎ環境税については森林整備を主目的と

して個人県民税均等割を1,000円/年とするべきと答申していた(13)が、その後の制度

構築段階で地球温暖化対策およびクリーンエネルギー導入支援施策を新規で事業項目

としたため、５年間で75億円の事業費が見込まれ、単年度の税収見込みから逆算して

1,200円/年とした経緯がある(14)。 

   また、議会以外の事業評価組織として専従の組織はなく、地球温暖化対策県民会議

などの別組織への報告や、「みやぎ県政だより」とホームページによる事業報告を中

心に県民への広報をおこなっている。こうした制度の状況からも、宮城県の水源・森

林環境税は他の東北４県と比べて、政策目的と手段が大きく異なっており、林業費だ

けを注視して分析することには限界があることに留意する必要がある。 

 

(３) 秋田県「水と緑の森づくり税」 

   秋田県では平成20年度より「水と緑の森づくり税」が導入されている。個人住民税

超過課税率は均等割に800円/年で、法人住民税は標準税率に８％/年となっている。

年間の税収は4.8億円前後になっている。税収のうち、約80％が森林整備であるハー

ド事業に活用されている。ソフト事業についても、木材活用事業などいわゆる山側に

特化したメニューとなっている。 

   導入検討段階では、個人住民税で1,000円/年、法人住民税で10％/年の超過課税が

答申され平成19年の県民アンケート結果では、1,000円/年が46.1％、800円/年が

7.0％で、1,000円/年での導入が支持されていた。しかし、平成20年の世界景気後退

局面を受けて議会では２回継続審議となり、結果として、800円/年、法人住民税８％

で制度が施行された。また、平成25年度から第二期をむかえるにあたり、1,000円/年、

10％/年への増税が検討されたが、平成26年度より震災復興特別増税により500円/年

の超過課税が予定されていたことと、これまで全国的に水源・森林環境税の増税をお

こなった都道府県が限られていたことから見送った経緯がある。 

   秋田県の支出事業の特徴は、市町村交付金制度を設けておらず、すべてが県からの

補助メニューとなっている。これは先にも見たとおり、県の単位面積あたりの林業費

が全国平均を上回っているところからもわかるとおり、秋田県が主導して県土の森林

                                                                                 

(13) 宮城県［2007］『宮城県税制研究会報告書』を参照。 

(14) 宮城県へのヒアリング調査による。 
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整備を担っていることが理由となっている。 

   また、議会以外の事業評価組織として「秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会」

が組織されている。 

 

(４) 山形県「やまがた緑環境税」 

   山形県では、平成19年度より「やまがた緑環境税」が導入されている。個人住民税

超過課税率は均等割に1,000円/年で、法人住民税は標準税率に10％/年となっている。

年間の税収は6.5億円前後になっている。税収のうち、約75％が森林整備であるハー

ド事業に活用されている。 

   導入検討段階では、平成18年より山形県森林審議会が新しい森づくりに要する事業

費は単年度で約６億円が必要になると試算し、財源確保の手段として租税が適当であ

ることを答申した。また、同年開催の山形県税制度研究会により、個人住民税で

1,000円/年、法人住民税で10％/年の超過課税が答申され(15)、県民アンケート結果で

は、1,000円/年が34.1％、500円/年が22.7％で、1,000円/年での導入が支持された。 

   山形県の支出事業の特徴は、ソフト事業については「みどり環境交付金事業」と呼

ばれる市町村交付金が設定されている。これは市町村からの公募により、環境学習や

森林資源の利活用、里山での交流などの事業テーマについて交付されるものである。 

   また、議会以外の事業評価組織として「やまがた緑県民会議」が組織されている。 

   山形県において指摘しなければならないことは、国庫補助事業への税収の充当につ

いてである。通常、林野補助金の補助率は８/10となっており、２/10は自己負担とな

るが、この自己負担分について税収による補助をおこなっている。このことは、森林

整備面積の飛躍的な拡大を求めることができる一方で、都道府県で徴収する税が国庫

補助事業と混在することにより水源・森林環境税の存立理由を脅かす懸念を生じさせ

ていることが指摘できる。 

 

(５) 福島県「福島県森林環境税」 

   福島県では、平成18年度より「福島県森林環境税」が導入されている。個人住民税

超過課税率は均等割に1,000円/年で、法人住民税は標準税率に10％/年となっている。

年間の税収は10億円前後になっている。税収のうち、約85％が森林整備であるハード

                                                                                 

(15) 山形県［2006］『山形県税制制度研究会報告書「やまがた緑環境税（仮称）」について』を

参照。 
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事業に活用されている。 

   導入検討段階では、平成16年に森林の未来を考える懇談会によって県民アンケート

がおこなわれた結果、1,000円/年が39.3％、500円/年が25.6％で、1,000円/年での導

入が支持されていた。 

   福島県の特徴としては、市町村交付金の交付額が税収と比べて全国的に見ても大き

いことである。森林環境税収による県支出事業総額の25％を市町村事業に向けて支出

している。これは、導入検討段階で、「県民一人一人が参画できるよう住民の視点に

近い市町村が地域の立地条件等を考慮して創意工夫によりきめ細やかな森林づくりに

取り組むことは意義深いものであり、市町村への交付金制度を本県の大きな特徴とし

て導入すべき」としている(16)。さらに、現在では議会からの要請もあり、市町村交

付金配分率は30％に変更されている。 

   また、議会以外の事業評価組織として「森林の未来を考える懇談会」が組織されて

いる。 

 

 以上のとおり、東北５県の水源・森林環境税の導入過程と支出事業の特徴について概観

してきたが、導入検討過程から高税率が設定される背景には、即時に完全な水源・森林涵

養を実現するものではないが、一定の財政需要が求められ、それに見合った各年度税収の

積み上げを逆算することで、他地域と比べて高い税率が設定されていることがわかった。

また、支出事業からは各県で政策目的や事業メニューが異なるだけではなく、市町村交付

金を通じた市町村との連携についても県によってその依存度が違うことがわかった。 

 

 

 おわりに 
 

 ここまで本研究では、東北地方５県で導入されている水源・森林環境税が全国と比べて

高税率に設定された要因について検証を試みた。 

 はじめに、東北５県における森林面積の現況と、民有林面積10万ヘクタールあたり林業

費について分析した。岩手県、秋田県、山形県、福島県においては、一世帯あたりの森林

面積が全国平均よりも広く、また、岩手県、宮城県、山形県、福島県においては、林業費

                                                                                 

(16) 福島県森の未来を考える懇談会［2005］『森の未来を考える懇談会意見書』を参照。 
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の支出が全国平均を下回り、あわせて、東北５県すべてで林業費が年々減少している状況

が析出された。このことから、東北５県においては、森林整備や森林涵養などの事業費に

ついて、全国平均を下回る部分と年々減少している部分の手当てが必要とされており、新

たに一定の財政需要が発生している可能性について指摘した。また、東北５県個別の水

源・森林環境税の導入過程分析からも、必要な事業費の積み上げから税率を決定していっ

た経緯が分かった。 

 しかし、林業費の分析から判明した全国平均を下回る部分や、減少した部分については、

本来、既存の財源で賄うべきものである。もしも、この部分を賄うために東北５県の水

源・森林環境税が他県よりも高税率に設定されたとするならば、すなわち、単に林業費の

不足分を穴埋めをするための手段として水源・森林環境税が高税率で導入されたならば、

問題があると指摘せざるを得ない。 

 最後に、残された課題として、東北５県の水源・森林環境税の課税根拠や高税率へ導い

た実際の政策決定要因については、各県支出事業に関してさらに詳細な分析が必要となる

が、このことについては今後の研究課題としたい。 

（しみず まさたか 和光大学経済経営学部准教授） 

 

 

キーワード：森林環境税／水源環境税／住民税超過課税／

      高税率設定／支出事業 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.3
  /CompressObjects /Off
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Remove
  /UCRandBGInfo /Remove
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth 8
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterColorImages false
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth 8
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /FlateEncode
  /AutoFilterGrayImages false
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [1200 1200]
  /PageSize [419.528 595.276]
>> setpagedevice


